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資料１
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①削減効果：590時間

 利用平均48事案/日×245日×削減時間３分/事案 ≒590時間/年 （参考）2/25時点 約19,200事案 約77,000ファイル 振分け済み

 その他に、財産状況の確認が容易となり、ヒアリングの質の向上及び担当変更時の資料引継ぎにおける効率化に繋がった。

②Web口座振替受付サービスによる口振勧奨を強化するため、以下の取組を行った。

 ・令和７年度主要３税（市県民税、固定資産税、軽自動車税）の納税通知書にWeb口座振替受付サービスへ誘導するQRコードを記載した案内を同封した。

 ・静岡県と共同で実施した、自動車税・軽自動車税納付街頭キャンペーンで、チラシを1,000部配布した（５月20日）。

 ・清水エスパルスのホームゲーム開催に合わせ、IAIスタジアム日本平の大型映像装置でPR動画を放映した（６月28日）。

 ・コジマ×ビックカメラ静岡店の市情報発信コーナー及び市役所税務部各課窓口にポスターを掲示し、チラシを配架した（６月～）。

 ・区役所の広告付き窓口番号案内表示システムでPR動画を放映した（随時）。金融機関（静岡銀行、清水銀行）へチラシの配架依頼をした（３月）。

 【成果・効果】令和７年度Web口座振替受付サービス利用件数1,339件（令和６年度(R6.10.1～R7.3.31)：106件）

①RPAの導入による電子預金照会回答データの管理方法の変更による業務効率化の効果を分析すること。

②Web口座振替受付サービスによる口振勧奨を強化すること。
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①管外案件については、令和７年度中の取組において、滞納案件が1,250件から1,176件（74件減）へ、滞納金額が65,583千円から54,334千円（11,249千円減）へとそれぞれ減

少し、滞納整理が進んだ。令和8年度については、国保徴収第2係に管外案件担当を置き、引き続き取りこぼしを防止する。

②新たな現年分の収入未済額の縮減策としては、近年増加傾向にある外国人滞納者対策として、日本語学校から外国人学生分の委任状を提出してもらい、滞納状況を学校側に

開示し、外国人学生に納付指導してもらうことで、外国人学生106名中52名にあった滞納（令和7年度1期～8期分）を解消した。（納付額：合計56万円）

③Web口座振替受付サービスについては、納付書の裏面や啓発ポスターにQRコードを印刷し、多くの人の目に触れるよう取り組んでおり、その結果、令和6年度半年間で73件

だった申し込みが、令和7年度は1年間で896件と急増している。

①管外案件を国保収納第３係に担当させて、業務分担の見直しによる効果を検証し、必要に応じて組織体制や業務分担の見直しを実施すること。

②現年度分の収入未済額を縮減する新たな方策を検討すること。

③Web口座振替受付サービスによる口振勧奨を強化すること。
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①新規加入者へ資格確認書を発送する際にWeb口座振替の二次元コード付き案内文を同封した。（Web口座振替登録人数が令和6年度下半期90人から令和7年度282人に増加）

②-1 滞納者を普通徴収から特別徴収へ戻す取り組みを実施した。（25人）

②-2 令和８年度から福祉債権滞納対策課に後期高齢者医療保険・介護保険徴収係を新設し、後期高齢者医療保険料の滞納整理に集中的に注力できる体制を整備した。

③預金調査以外の財産調査として、令和７年度に生命保険（11件）、年金（14件）、冠婚葬祭互助会費（１件）、小規模企業共済（３件）の調査を実施した。

 滞納処分の書式等を国保の書式等を参考に作成し、令和７年度に６件（預金４件、年金２件）の滞納処分を実施した。（換価金額：約45万円）

＜新規取組＞

・高額滞納者（1期あたり10万円以上かつ２期以上滞納）に督促状を発送する際は重要書類在中のシールを貼り、現年の滞納分の納付書とともに郵送した。（60人に送付して

30人が納付）効果があったので、令和８年度は対象者を拡大する。

・令和８年度は後期高齢者医療係の事務分担を見直し、収納業務の一部を資格担当に振り分けることで、コンビニ収納開始に向けた事務に注力できる体制を整えた。

①Web口座振替サービスによる口座振替勧奨を強化すること。

②現年分の収入未済額がＲ３年度から徐々に増加し、Ｒ６年度の収入未済額の合計が１億円を超えた。年齢到達者による被保険者の増加も現年収入未済額増加の要因であると

考えられるが、限られた人員を効率よく活用して、これまでの取組を継続しつつ、滞納者の徴収方法を特別徴収に切り替える新たな取組については、賦課担当と連携して確実

に実施し、現年収入未済額の縮減に努めること。

③預金調査以外の財産調査や滞納処分書式の検討を早期に実施し、検討結果を実行に移すこと。
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①滞納整理強化期間（11月～１月）における財産調査件数を目標700件に対し786件実施し拡充し、令和７年度中に４件の差押えを実施した。また、調査拡充に伴い取得した財

産情報は、福祉債権滞納対策課が機構改正により引継ぎ、滞納整理方針策定や滞納処分を継続して実施していく。

②口振勧奨について今までの勧奨方法に加え、初期滞納者に対して静岡市Ｗｅｂ口座振替受付サービスの勧奨チラシを催告書送付時に同封し対象者の増加を図った。Ｗｅｂ口

座振替申込件数は令和６年度（10月開始）209件から令和７年度766件に増加した。

①滞納処分を推進するため、財産調査を拡充すること。

②Web口座振替受付サービスによる口振勧奨を強化すること。
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①-1 「診療費等に係る支払督促について」のマニュアル整備を行った。

     その結果、対応漏れや判断の迷いの減少につながり、効率的かつ確実な事務執行が可能となった。

①-2   当該マニュアル及び庁内研修資料「債権管理研修資料」を基に、支払督促を３件実施した。その結果、１件について分納の申出があり、現在対応中である。

①課独自のマニュアル等作成し、今まで積み上げてきた債権回収のノウハウを継続して活用できる体制を構築 すること。
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①３区の生活支援課にオンラインの預貯金等照会サービスを導入し、資産調査等に活用している。これまでは紙ベースで金融機関に照会を行っており、金融機関から回答を得

られるのに数か月要することもあったが、オンラインでは数日以内に回答を得られ、生活保護費の過支給を防ぐなど、迅速な対応が可能となった。具体的には、保護開始後に

資産が判明し返還を求めた事例は、令和6年度は18件9,381,385円であったのに対し、令和7年度は14件3,556,866円となり、前年度比で▲４件▲5,824,519円減少できた。

①現年度分の調定額が増加傾向にある。電子預貯金等照会サービス（pipitLINQ）を活用する等して、 債権の発生を未然に防ぐ取組を強化すること。
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①-1 新規滞納者に対し、文書催告の指定納期限後、早期に電話催告を実施している。（実施件数334件、収納件数183件⇒収納率54.8％ ※①-2による成果も含む）

①-2 電話に出ない新規滞納者及び納付約束をしたが納付がない新規滞納者について、区から滞納分の納付書の送付を行い、それでも反応がない場合は、連帯借受人にも納付

書送付を行い、連帯借受人へ早期にアプローチをしている。

②新規貸付申請者に対して、Web口座振替受付サービスのチラシを配布し、利用勧奨を行っている。

（令和７年度Web口振による登録件数46件 ※参考:令和６年度（10月～）21件）

①主債務者から回収困難と判断した場合、連帯借受人、連帯保証人に対して積極的に催告し、早期回収を図ること。

②Web口座振替受付サービスによる口振勧奨を強化すること。
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①Web口座振替の周知

 ・市広報誌（10月号）にWeb口座振替サービス受付開始について掲載

 ・Web口座振替サービスを案内する掲示物を作成し局窓口に設置

 ・口座振替の申込方法を案内するチラシを作成し、Web口座振替サービスの紹介及びWeb口座振替サービス受付ページの二次元コードを掲載

 ・市HPにWeb口座振替サービスの紹介及び受付ページへのリンクを掲載

 ・水道料金・下水道使用料の納付書裏面へWeb口座振替サービスの紹介及び受付ページの二次元コードを掲載

 ・上下水道局の案内チラシにWeb口座振替サービスの紹介及び受付ページの二次元コードを掲載

   令和７年10月の受付開始から令和８年３月末までで約1,800件の利用実績があった。また、効果としては、従来のはがきによる手続きと比較して、 申込者の負担軽減及び口座

登録処理の迅速性・正確性の向上に寄与している。

②債権回収のノウハウの継続

 独自のマニュアルを作成して、情報共有 を行うとともに、共有フォルダに格納していつでも活用できるようにしている。また、月１回に債権管理係員全員が参加する係内打

合せで、債権回収の新しい取組等を発表する機会を設けて、ノウハウを継承する体制を構築している。債権回収の経験が浅い職員の成⾧や経験の⾧い職員の技術伝承等に活か

されている。

①令和７年10月から口座振替のWeb申込受付開始であることを広く周知すること。

②課独自のマニュアル等作成し、今まで積み上げてきた債権回収のノウハウを継続して活用できる体制を構築 すること。
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資料２
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【参考】 ＤＸを活用した債権回収の主な取組状況（令和８年5月時点） 作成：滞納対策課260529

主要債権の利用状況
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